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核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）

第５９条第３項及び核燃料物質等の工場又は事業所の外における運搬に関する規則（昭和

５３年総理府令第５７号）第２１条第１項の規定に基づき、令和５年４月５日付け熊原第

２３－００３号（以下「申請書」という。）をもって申請のあった輸送容器については、同

法第５９条第１項に規定する技術上の基準のうち容器に関する基準に適合していると認め

られるので、同法第５９条第３項の規定に基づき、下記のとおり承認します。 

 

 

記 

 

 

氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

添付の申請書の写しに記載のとおり 

 

 

承認容器として使用する期間 

令和５年４月２４日から令和６４年１０月２１日まで 



ただし、核燃料物質等の工場又は事業所の外における運搬に関する規則（昭和５３年

総理府令第５７号）及び核燃料物質等の工場又は事業所の外における運搬に関する技術

上の基準に係る細目等を定める告示（平成２年科学技術庁告示第５号）（以下「規則等」

という。）の改正により、規則等に定める技術上の基準（容器に係るものに限る。）に適

合しなくなった場合は失効する。 

 

 

承認容器登録番号 

各容器につき以下のとおり 

Ｓ※Ａ２００７ （注） 

（注）※は添付の申請書の写しの５．に記載された輸送容器製造番号のＮｏ．とする。

例として、保護容器ＮＴ－ＸＩＩ－００１Ｔと燃料容器ＮＴ－ＸＩＩ－Ｉ００

１Ｔとの組み合わせのＮｏ．は１であるため、当該容器の承認容器登録番号は

Ｓ１Ａ２００７となる。 

 

 

核燃料物質等の工場又は事業所の外における運搬に関する規則（昭和５３年総理府令第５

７号）第２２条第２号から第５号まで、第８号及び第９号に掲げる事項 

添付の申請書の写しの１．から４．まで及び７．に記載のとおり 

 


















